志賀町住宅用太陽光発電システム設置事業費補助金交付要綱

　志賀町住宅用太陽光発電システム設置補助金交付要綱（平成22年志賀町告示第32号）の全部を改正する。

（趣旨）
第１条　この告示は、志賀町住宅用太陽光発電システム設置事業に対する補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し、志賀町補助金等交付規則(平成23年志賀町規則第１号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
　（定義）

第２条　この告示において住宅用太陽光発電システム（以下「システム」という。）とは、住宅の屋根等への設置に適した低圧配電線と逆潮流有りで連係し、かつ、太陽電池の最大出力（当該システムを構成する太陽電池モジュールの公称最大出力の合計）が10キロワット未満の新品の発電設備で、電力会社と電力受電契約を締結するものをいう。
　（対象となる事業及び補助金の目的）
第３条　補助金の交付の対象となる事業（以下「事業」という。）は、次条に定める対象となる者が行う住宅用太陽光発電システム設置事業とし、補助金は、当該事業の実施に要する経費の一部に対し予算の範囲内においてこれを交付することにより、環境に対する意識の高揚及びクリーンエネルギーの普及を促進し、もって環境負荷の少ない循環型社会の構築を図ることを目的とする。
（対象となる者）
第４条　補助金の交付の対象となる者は、本町に居住し、又は居住する予定のもので、かつ、町内において自ら居住する住宅にシステムを設置するもの又はシステムを設置した建売住宅を自己が居住するために購入するものとする。

２　町長は、前項の規定にかかわらず、対象となる者及びその同一世帯内の親族が、次の各号のいずれかを滞納しているときは、補助金の交付対象者としないことができる。ただし、分納誓約等により、適正かつ確実な納付が見込まれるとき又は町長がやむを得ない事情があると認めるときは、この限りでない。

　　(1)　志賀町税条例（平成17年志賀町条例第54号）第３条に規定する町
　税　
(2)　志賀町国民健康保険税条例(平成17年志賀町条例第128号)第１条に　　

規定する国民健康保険税

（対象となる経費）　
第５条　補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、当該事業の実施に要する経費のうち、次に掲げる経費とする。
(1)　太陽電池モジュール
(2)　架台
(3)　接続箱
(4)　直流側開閉器
(5)　インバータ

(6)　保護装置

(7)　発生電力計

(8)　余剰電力販売用電力量計

(9)　配線・配線器具の購入及び据付工事に要する費用
（補助率及び補助金の額）
第６条　補助金の額は、システムの太陽電池の最大出力（キロワット表示とし、少数第２位未満の数値は四捨五入する。）に１キロワットあたり70,000円を乗じて得た額（最大出力の上限は、４キロワットまで）又は補助対象経費の総額の10分の１の額のいずれか低い額とし、かつ、予算の範囲内とする。ただし、280,000円を上限とする。
２　前項の規定により算定された額に1,000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てた額とする。
（交付の申請）
第７条　規則第３条第１項の規定により補助金の交付の申請をしようとする者（以下「申請者」という。）は、補助金等交付申請書（様式第１号）をシステム設置工事の着工の20日前までに町長に提出しなければならない。
２　規則第３条第２項の規定による添付書類は、次に掲げるとおりとする。

(1)　システム設置場所の位置図
(2)　システム設備の概要（カタログ等）
(3)　システム設置に係る経費の内訳（契約書、見積書等の写し）
(4)　町税等納付状況調査同意書

（交付の条件）
第８条　補助金は、規則第５条の規定に基づき、次に掲げる事項を条件として交付するものとする。
(1)　事業の内容の変更又は事業に要する経費の配分の変更(第12条に規定する軽微な変更を除く。)をする場合には、町長の承認を受けるべきこと。
(2)　事業を中止し、又は廃止する場合には、町長の承認を受けるべきこと。　
(3)　事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合には、速やかに町長に報告してその指示を受けるべきこと。

(4)　事業の完了により相当の収益が生ずると認められる場合には、補助金の全部又は一部を町に納付すべきこと。
(5)　事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該帳簿及び証拠書類を５年間保存しなければならないこと。
(6)　事業に係る経理は、他の経理と明確に区分して行わなければならないこと。

（決定の通知）
第９条　町長は、規則第６条の規定により補助金の交付の決定をしたときはその決定の内容及びこれに付した条件を、交付しない旨の決定をしたときはその旨及び理由を、補助金等交付（不交付）決定通知書（様式第２号）により、速やかに当該申請者に通知しなければならない。
（申請の取下げ）
第10条　規則第７条第１項の規定により申請を取り下げることができる期日は、補助金の交付の決定の通知を受けた日から15日以内とする。
（変更等の承認）　
第11条　規則第８条第１項の規定により町長の承認を受けようとするときは、事業計画変更等承認申請書（様式第３号）を町長に提出しなければならない。
２　前項の場合において、当該申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。ただし、町長が特にその必要がないと認めたときは、これを省略させることができる。
　(1)　変更するシステム設置場所の位置図
　(2)　変更するシステム設備の概要（カタログ等）

 (3)　変更するシステム設置に係る経費の内訳（契約書、見積書等の写し）
３　町長は、第1項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、当該申請が適正であると認めたときは、承認の決定をし、補助金等交付決定変更等通知書（様式第４号）により、速やかに当該補助事業者等に通知しなければならない。

（軽微な変更の範囲）　
第12条　規則第５条第１号に規定する軽微な変更は、次に掲げる変更とする。

(1)　補助金の交付の目的及び条件に反しない計画の変更

(2)　補助金の額に影響を及ぼさない範囲の経費の変更
(3)　補助対象経費の総額の20パーセント以内の減額をする変更
（事業が予定の期間内に完了しない場合等の報告）
第13条　規則第５条第３号の規定により町長の指示を求めるときは、事業が予定の期間内に完了しない理由又は事業の遂行が困難となった理由及び事業の遂行状況を記載した書類を町長に提出しなければならない。
（実績報告）　
第14条　規則第13条第１項の規定により事業が完了したときは、その日の翌日から起算して20日を経過した日又は補助金の交付の決定のあった年度の３月末日のいずれかの早い期日までに補助事業等実績報告書（様式第５号）を町長に提出しなければならない。ただし、町長が特に必要があり、かつ、予算の執行上支障がないと認めるときは、その期日を変更することができる。

２　規則第13条第２項の規定による添付書類は、次に掲げるとおりとする。

(1)　システムの概要と工事内訳書
(2)　工事契約書の写し
　(3)　領収書の写し
(4)　システムの設置状況を示す写真（家屋全体でパネルが写ったもの、太陽電池モジュール、インバータ、発生電力量計、余剰電力販売電力量計）
(5)　電力会社との電力需給契約書の写し
(6)　建物の所有を証する書類の写し
（補助金の額の確定）
第15条　町長は、規則第14条の規定により交付すべき補助金の額を確定したときは、補助金等交付額確定通知書（様式第６号）により当該補助事業者等に通知しなければならない。
(補助金の交付)　
第16条　規則第16条の規定により補助金の交付を受けようとする補助事業者等は補助金等請求書(様式第７号)を町長に提出しなければならない。
　（報告等）

第17条　町長は、補助事業者等に対して補助金交付年度から２年間は、志賀町住宅用太陽光発電システム運転状況報告書（様式第８号）の提出を求めることができる。

２　町長は、補助事業者等に対して、設置後１箇月間のエコライフ取組チェックシートの提出を求めることができる。
（その他）

第18条　この告示に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。

附　則

　（施行期日）

１　この告示は、平成23年４月１日から施行する。

　（失効）
２　この告示は、平成32年３月31日限り、その効力を失う。


